
事 業 概 況 （3月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 26年度労災保険業務機械処理の平成27年 3月末現在における保険給付支払総額は7,521億円で、前年同期に比べ

て0.8％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が3,717億円で49.4％と最も大きく、次いで療養補償給

付が2,296億円で30.5％を占めている。以下、休業補償給付が13.4％、障害補償一時金が4.3％、遺族補償一時金が1.0％、

介護補償給付が0.9％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.1％を占めている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が10.5％増、遺族補償一時金が6.8％

増、葬祭料が6.3％増、療養補償給付が4.4％増、休業補償給付が0.4％増となっているのに対し、年金等給付が1.2％減、

障害補償一時金が0.9％減、介護補償給付が0.1％減となっている。（第１表） 

　　　　　区　分 平成25年度 26年3月末 平成26年度 27年3月末

対前年同 対前年同

 保険給付 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 745,883,236 100.0 △ 1.5 752,063,627 100.0 0.8

療 養 補 償 給 付 219,800,053 29.5 △ 0.5 229,565,811 30.5 4.4

休 業 補 償 給 付 100,255,058 13.4 △ 2.7 100,606,708 13.4 0.4

障 害 補 償 一 時 金 32,565,545 4.4 △ 0.6 32,283,904 4.3 △ 0.9

遺 族 補 償 一 時 金 7,229,001 1.0 △ 9.9 7,722,241 1.0 6.8

葬 祭 料 2,308,575 0.3 △ 7.7 2,454,085 0.3 6.3

介 護 補 償 給 付 6,771,226 0.9 △ 0.8 6,766,034 0.9 △ 0.1

年 金 等 給 付 376,055,092 50.4 △ 1.7 371,671,953 49.4 △ 1.2

二 次 健 康 診 断 等 給 付 898,687 0.1 4.8 992,891 0.1 10.5

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

第 １ 表 給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が2,249億円で29.9％、「その他の事業」が2,040億円で27.1％、

「製造業」が1,876億円で24.9％となっている。以下、「運輸業」が10.5％、「鉱業」が4.6％、「林業」が2.0％、「船舶

所有者の事業」が0.4％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が7.8％増、「その他の事業」が3.8％増、

「運輸業」が 1.3％増、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.5％増、「製造業」が 0.1％増となっているのに対し、

「漁業」が7.0％減、「鉱業」が5.1％減、「林業」が4.0％減となっている。なお、「建設事業」は変化がなかった。（第２

表） 



　　　　　区　分 平成25年度 26年3月末 平成26年度 27年3月末

対前年同 対前年同

　　業　種 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全　 　業 　　種 745,883,236 100.0 △ 1.5 752,063,627 100.0 0.8

林　　  　　　業 15,619,487 2.1 △ 6.4 14,988,770 2.0 △ 4.0

漁　　　  　　業 2,751,577 0.4 4.3 2,558,942 0.3 △ 7.0

鉱　　　  　　業 36,386,106 4.9 △ 6.5 34,526,769 4.6 △ 5.1

建　 設　 事　 業 224,959,355 30.2 △ 1.8 224,905,170 29.9 0.0

製　 　造　 　業 187,307,995 25.1 △ 2.7 187,555,788 24.9 0.1

運　 　輸　 　業 77,580,606 10.4 0.6 78,605,020 10.5 1.3
電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
1,850,800 0.2 13.4 1,859,242 0.2 0.5

そ の 他 の 事業 196,571,913 26.4 0.2 203,985,475 27.1 3.8

船舶所有者の事業 2,855,396 0.4 3.9 3,078,451 0.4 7.8

第 ２ 表 業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が1,977億円で53.2％と最も大きく、次いで障害補

償年金が1,394億円で37.5％、傷病補償年金が346億円で9.3％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が1,242億円で33.4％、「製造業」が1,067億円で28.7％、

「その他の事業」が678億円で18.3％となっている。以下、「運輸業」が10.4％、「鉱業」が6.4％、「林業」が2.0％、「漁

業」が0.5％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.1％となっている。（第３表） 

平成26年度　27年3月末現在

　　　　 区　分 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

 業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全　 　業 　　種 139,411,046 197,685,489 34,575,418 371,671,953 100.0

林　　  　　　業 2,148,927 4,807,699 383,006 7,339,632 2.0

漁　　　  　　業 402,511 1,246,960 42,452 1,691,923 0.5

鉱　　　  　　業 2,168,833 15,370,105 6,266,051 23,804,989 6.4

建　 設　 事　 業 40,148,911 71,247,941 12,845,839 124,242,690 33.4

製　 　造　 　業 53,202,889 46,933,704 6,532,399 106,668,993 28.7

運　 　輸　 　業 14,242,085 22,005,548 2,390,567 38,638,200 10.4

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
271,340 712,775 70,354 1,054,469 0.3

そ の 他 の 事業 26,765,383 35,055,127 6,013,741 67,834,251 18.3

船舶所有者の事業 60,166 305,631 31,010 396,807 0.1

構　成　比 37.5% 53.2% 9.3% 100.0% －

構成比

第 ３ 表 業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

(注 2) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 3) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

 

 



保 険 料 

 

  平成 26年度労災保険業務機械処理の平成27年 3月末現在における保険料徴収決定済額は8,619億円で、前年同期に比

べて4.7％増となっている。保険料収納済額は8,415億円で、前年同期に比べて5.1％増となっている。また、収納率につ

いてみると97.6％となっており、前年同期に比べて0.4ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が3,808億円で44.2％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 2,230 億円で 25.9％、「製造業」が 1,614 億円で 18.7％を占めている。以下、「運輸業」が 8.2％、「船舶所有者

の事業」が1.6％、「林業」が0.6％、「鉱業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「漁業」が0.2％

となっている。（第４表） 

区　分

平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度 平成25年度平成26年度

業　種 26年3月末 27年3月末 26年3月末 27年3月末 26年3月末 27年3月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全　 　業 　　種 823,386,734 861,938,778 100.0 4.7 800,472,092 841,512,664 100.0 5.1 97.2 97.6

林　　  　　　業 5,192,982 5,336,241 0.6 2.8 4,954,222 5,136,186 0.6 3.7 95.4 96.3

漁　　　  　　業 1,997,849 2,032,805 0.2 1.7 1,857,917 1,903,026 0.2 2.4 93.0 93.6

鉱　　　  　　業 3,083,839 3,104,256 0.4 0.7 2,693,020 2,751,801 0.3 2.2 87.3 88.6

建　 設　 事　 業 199,108,074 223,034,402 25.9 12.0 195,310,340 219,406,891 26.1 12.3 98.1 98.4

製　 　造　 　業 158,382,833 161,444,810 18.7 1.9 154,086,213 157,727,205 18.7 2.4 97.3 97.7

運　 　輸　 　業 68,474,238 70,353,362 8.2 2.7 63,317,807 65,842,400 7.8 4.0 92.5 93.6

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
2,259,117 2,241,768 0.3 △ 0.8 2,258,708 2,241,606 0.3 △ 0.8 100.0 100.0

そ の 他 の 事業 369,454,486 380,796,475 44.2 3.1 361,204,681 373,545,838 44.4 3.4 97.8 98.1

船舶所有者の事業 15,433,315 13,594,659 1.6 △ 11.9 14,789,184 12,957,710 1.5 △ 12.4 95.8 95.3

収　納　率

構 成 比

対 前 年
同 期

増 減 率

構 成 比

対 前 年
同 期

増 減 率

第 ４ 表 業 種 別 保 険 料 徴 収 状 況

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。  

 


